
チラシのダウンロードはこちら↑

生産性向上を目指す皆様へ

「デジタル化・AI導入補助金」で
ITツール・AI導入による生産性向上を支援！

※詳細は裏面をご確認ください。

  AI等を用いた業務の効率化やDXの推進、セキュリティ
 対策に向けた、ITツール等の導入費用を支援！

  インボイス対応に活用可能！安価なITツールの導入にも
活用可能で、小規模事業者は最大4/5補助！

  補助額は最大450万円/者、補助率は1/2～4/5！

通常枠

インボイス枠 インボイス対応類型

複数者連携デジタル化・AI導入枠

セキュリティ対策推進枠

・生産性の向上に資するITツール（ソフトウェア、サービス）の導入費用を支援します。

・クラウド利用料を最大2年分補助し、保守運用等の導入関連費用も支援します。

・令和5年10月1日に開始されたインボイス制度への対応に特化した支援枠で、会計・受
発注・決済ソフトに加え、PC・タブレット・レジ・券売機等のハードウェア導入費用も支援
します。

・小規模事業者は最大4/5補助し、補助下限は無く、安価なITツール導入も支援します。

・10者以上の中小企業・小規模事業者等が連携した、インボイス制度への対応や
キャッシュレス決済を導入する取組等を支援します。導入や活用に向けた事務費・専門家
経費も補助対象です。

・独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバーセキュリティお助け隊
サービスリスト」に掲載されているセキュリティサービスの利用料を支援します。

令和8年3月
時点版

インボイス枠 電子取引類型

・取引関係における発注者(大企業を含む)が費用を負担してインボイス対応済の受発注
ソフトを導入し、受注者である中小企業・小規模事業者等が無償で利用できるケースを
支援します。



勤怠労務管理ツール

＜今後のスケジュール＞ 中小企業デジタル化・AI導入支援事業
事務局ポータルサイト

＜活用イメージ・補助率等＞

＜補助金の活用例＞

枠/
類型

通常枠 複数者連携デジタル化・AI導入枠

インボイス枠
セキュリティ
対策推進枠インボイス対応類型

電子取引
類型

活用
ｲﾒｰｼﾞ

AI等を用いたIT
ツールを導入し、
生産性を向上

商店街など、複数の中小企業
・小規模事業者で連携して

ITツール等を導入

ITツール等を導入して
インボイス制度に対応

発注者主導で
取引先の
インボイス
対応を促す

サイバー
セキュリティ
対策
を進める

補助
対象
経費

ハードウェア購入費

クラウド
利用料

(最大2年分)

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
お助け隊

ｻｰﾋﾞｽ利用料
(最大2年分)

(※1)

補助額

・ITツールの
プロセス数が
1～３つまで：
5万円～150万円

・4つ以上：
150万円
～450万円

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)消費動向等分析経費：
50万円×グループ構成員数

(a)+(b)合わせて3,000万円
まで

(c)事務費・専門家経費：
200万円

ITツール：
１機能：
～50万円

２機能以上：
～350万円

PC・タブレット等：  
～10万円

レジ・券売機等：
～20万円

～350万円
5万円
～150万円

補助率
中小企業：１/２
最低賃金近傍の
事業者(※2):2/3

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)・(c)：2/3

～50万円以下：3/4
(小規模事業者：
 4/5)
50万円～350万円：
2/3

ハードウェア購入費：
1/2

大企業：
1/2

中小企業： 
 2/3

中小企業：
1/2

小規模事業者:
2/3

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守サポートやマニュアル作成等の費用

に加えて、IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”も対象）

(※1) (独)情報処理推進機構（IPA）「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊ｻｰﾋﾞｽﾘｽﾄ」に掲載されたサービス。
(※2) 令和6年10月から令和7年9月の間で、「当該期間における地域別最低賃金以上～令和7年度改定の地域別最低

賃金未満」で雇用している従業員が全従業員の30％以上である月が３か月以上あることを示した事業者。

応募方法等の詳細は
こちらからご確認ください

・通常枠、インボイス枠（インボイス対応類型、

電子取引類型）、 セキュリティ対策推進枠

第１次申請締切日 ５月 １２日

第２次申請締切日 ６月 １５日

第３次申請締切日 ７月 ２１日

第４次申請締切日 ８月 ２５日

・複数者連携デジタル化・AI導入枠

第１次申請締切日 ６月 １５日

第２次申請締切日 ８月 ２５日

クラウド会計システム

・タイムカードによる勤怠管理のため、オ
フィスに出社してからの現場移動、帰社し
てからの退勤が必要だった

課
題

変
化

・導入により出先からの打刻が可能に
・残業時間が3割削減
・人事担当の作業効率も大幅アップ！

課
題

変
化

・仕訳や請求管理などの負担が大きい
・給与計算と勤怠管理が独立しており、
給与振込までのスケジュールが厳しい

・AIによる自動仕訳により経理処理の大幅
な効率化を実現
・給与計算業務に要する人員、作業時間
ともに大幅削減！
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